第1章 電気災害の概念
1－1　電源の停止と対応
　電気は文化生活の基盤であり、無くてはならないものの一つであります。現代の社会生活の中で、最も重要なものであります。ということは、電気が無くては社会生活かなり立たないというものです。このような便利な電気であるが、電気による災害の発生は、何時、何処ででも発生し、生活基盤を圧迫するという危険性をもっています。

電気による災害を大別すると次の3項目に分類することができ、それぞれの分野で必要な手段が講ぜられております。
1 停電とその影響

2 電気による人身傷害

3 電気による火災の発生

　この3要素に付帯して、次の点も電気の使用段階で考慮していかなければなりません。

1 電気の効率的使用

2 電気による省力化

3 その他

電気災害を防止するためには、次のような法的な規制よって電気設備のそれぞれの対応が規制されております。この法的規制にしたがって設備を運営し、取り扱いをする必要があります。法的規制は主として次の3点ですが、特殊設備においては、それぞれの法的対象とされるものもあります。（電波法関連、鉱山保安法関連その他多数）
1 設備面の骨子　電気事業法関連規則等

2 取扱面の災害防止　労働安全衛生法関連規則等

3 火災発生の防止　消防法関連規則等

このように規制が多岐にわたっているということは、電気設備に関係する設計・製作・工事・取扱い等に携わる各部門の担当者等は、「電気災害の発生防止」と「その対応」を念頭において平素の活動を進める必要があります。
災害とは、人身傷害を伴う場合を総称していますが、停電・人身傷害・火災と電気事故等の兼ね合いを明文化することはできません。このため、ここでは、総合的な判断にたって話を進めることとします。
電気による災害は、設備の改善、取り扱い安全によって大幅に減少していますが、これらの改善策の裏に隠れた「人との兼ね合い」を無視することはできません。計画から取扱いまでの各部門の人との兼ね合いが基で発生する災害起因が大きなテーマになっているからです。

電気災害の起因となる人との兼ね合いには、次のようなことが上げられます。

1 計画・設計に関わるもの　

物の設計面の安全配慮の欠如、人間工学的な配慮、安全距離等、設備設計面における機器配置、機器間距離等で設計者の安全教育面の徹底が必要なものが見受けられます。

2 取扱い面に関わるもの
　電気設備の運営には、電気主任技術者「1種、2種、3種」がありその対応が決められています。電気工事士「1種、2種及び特殊」がありその対応が決められています。事業所の電気設備の取扱いには「特別教育修了者」があり、それぞれの技術的内容を分担するようになっています。火災防止のためには、消防法に定められた、設備士等が必要でそれぞれを分掌するようになっています。その他の規制がされています。
　また、これらの取扱い面から発生する人身障害を防止するためには、労働安全に係わるものとして、「労働安全衛生規則等」で災害防止のための、いろいろな防止手段、方法が明示されています。法的な明示が十分でない「安全作業手順」を作成して実行することがとくに求められています。電気災害の防止のためには、「保護具等の着用」と「安全作業手順の励行」が必須の要素になります。
1－2　停電とは
　電気エネルギーは主として商用電源を基として、50Hz、60Hzの周波数により、広域運営された電力会社の配電網から供給されております。このように、広域運営されています電力網は互いに連携され、一度停電が発生すると自家用であっても、他に波及事故として波生することがあります。
停電とは、「他動的要因または故意に電源が停止された状態」をいいます。他動的要因とは、自己の責任の範疇外の起因によって、電源が停止されるもので、故意とは自己の意思の有無にかかわらず、自己の責任の範囲内で発生する災害・事故が基で電源が停止されたものです。電気は広域運営される公共施設であるから、一点の停電が他に波及したり、他からの影響を受けないように配慮する必要があります。したがって、自己の施設による災害・事故の際には、停電を一点に抑える必要があります。
　このような停電か発生すると、ありとあらゆる電気機器は停止し、生産活動の停滞、中止、サービス活動のストップ等が生じ、その影響ははかり知れないような極めて大きなものとなります。主なものを上げてみますと次のとおりです。

1 工場等の生産活動の停止、再活動による損害等

2 病院等の手術室、保育室等における生命の危険性
3 通信機器等の不調による社会的混乱

4 消防設備、保安設備・機器停止による危険性

5 コンピュータ停止による混乱し障害

6 その他多数のものが想定されます。

　このような社会活動の全般に及ぶ停電は、関係機関等の不断の努力により、停電発生は非常に数少なくなっていますが、何時不足の事態が発生するかは、全く予測することが困難です。停電により重大な支障が予測されるところでは、自衛措置として予備電源等を保持して自衛策を講ずるのが一般的な例です。
　自衛的な防衛策が、自家発電設備、蓄電池等による無停電装置です。社会活動が高度化すればするほどこの傾向は強くなります。予備的電源は高価となり、特殊な箇所しか採用されませんが、最近、燃料電池、太陽光発電、その他か各種の複合的な発電システムが登場し、コージェネレーションによるエネルギー効率の向上が目論みられています。

1 他動的停電の要因

他動的停電とは、自己の範疇外からの要因によって、電源が停電したものを指し、概ね次のようにものです。
　　　　　　　　　　　　自然現象　　　　　雷現象

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　天変地異

他動的停電　
　(供給支障事故)　　　電源供給支障　　　災害・事故

　
計画的な工事等

　
　　　　　　　　　　　


波及事故　　　　電気事業用、自家用施設内の不測の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事故により、広範にわたり波及したもの

表1―1　　電源の供給支障事故
（1）自然現象

　自然現象は主として雷現象によるもので、雷現象には直撃雷と誘導雷があります。雷防止ちして架空地線や配電線の強化が進められていますが、依然として被災比率が高くなっています。その詳細は別に譲ります。天変・地異には、地震・洪水その他の突発事故が入ります。これらの広域災害は各種の対応が取られていても、これを完全に防止することは困難です。
（2）電源供給支障

　この中には、不測な電気機器類の障害事故、高－低圧配電線の災害・事故あるいは計画的な工事などが入ります。前者は、計画的な予防保全によって的確な保守を行うことによって予防措置がとられています。後者は計画的なもので、予め停電による措置がとられます
（3）波及事故

　電気機器類の信頼性の向上と計画的な予防保守的手段によって災害・事故は大幅に減少しています。自家用施設においては災害・事故を自家用内に留めるべく保護装置を設置し、かつ、確実な予防保全によって、自家用内に限定する措置が講ぜられています。しかしながら、不測の波及事故を完全に防止することはできません。不測な停電を引き起こす要因に次のようなこともあります。
1 小動物の侵入による短絡事故等

　小動物には、鼠、蛇、猫等の侵入があります。これらの動物が侵入しないような措置をとります。

2 火災・爆発災害によるは波及事故

　火災・爆発事故は自家用設備内の電気設備そのものが起因となる場合と火災・爆発の波及によるものとがあります。自家用内に限定できない時は波及事故に発展します。
3 工事に起因して発生する場合

　構内の掘削等による工事により高圧引き込みケーブルを損傷したり、構内へ荷物を搬入する際のクレーンによる接触事故があります。これらは、事故対応をとれば防止することができます。

4 自家用内の電気設備の不測な障害

　自家用内の高圧設備は予防保全措置がとられているとはいうものの、予測不能な災害・事故を100パーセント防止することは不可能です。各種高圧機器の性能劣化の把握、じんあいの集積を防止等が必要です。保護装置により大部分の障害は自家用内で集約できます。

5 操作不良、保守不良による災害

　保守不良による操作ミス、操作手順の誤りミスと言われるものが後を絶ちません。作業指揮不良による人為的なものが入ります。この中には、人身傷害に発展するものがあります。
1－3　停電とその対応
（1）停電による影響
停電は無いという習慣から発生すると、その影響は計り知れないものがあります。停電は通常予測し得ない災害・事故から発生することが多く、予め計画された工事等に伴う計画停電は、それなりの対応を予め考えているから問題を生ずることは少なく、不測の停電に対応するのが一般的です。
予測し得ない突発的な停電は、広域停電に発生するのが一般的な例です。社会生活の中で瞬時といえども停止してはならない「病院の手術室、保安施設、通信施設等」は不測の事態に備えて予備電源を備え、パニックから逃れるように施設している例があります。多くの施設では、予備電源を保有することの負担から逃れるため停電による設備等の停止に見舞われ、パニックに陥ることが多いというのが現実です。
　このような、広域停電に発展させないための限定された停電に抑制するための、保護装置を電気設備では保有するようになっています。これが「保護協調」システムです。保護協調システムが整っているとはいうものの、電源システムは発電から需給点まで段階的に時限設定がなされるため、末端の設備では終局設定がなされるわけです。したがって、協調システムに入った設定がなされていても、必ずしも絶対に協調が保障されるものではありません。
　また、天変・地異といわれる雷、その他の異変が発生したときは、広域停電を回避することは出来ません。
　このようなときに、災害・事故が発生し、受電点の一次側に停電が波及すると広域停電に波及することになります。このような不測の停電の多くは防止できますが、100パーセント完全に防止できるとはいえません。不測な停電を防止するため、電気設備では定期点検試験の実施が義務つけられ、実施する必要があります。

　また、電源機器の信頼性も飛躍的に向上しているとはいうものの、寿命等の判定には難しい課題も数多くあります。これらの管理は全て「人の知能、経験的資質」に頼り、人間行動の欠陥等も災いの基となることがあります。定期点検試験、電気工事に携わる場合の対処の方法です。

（2）停電に対応する施設

　前述のとおり、停電の保障のためには自衛手段として、各種の方法が選択されています。自衛手段の方法としては、不測の停電がどのくらい持続されるかということを想定して限定的な保障方法を選択するのが一般的です。蓄電池システムと発電システムです。
蓄電池システムは、通信施設や制御システムで瞬時停電等に対応するようにしたものです。したがって、停電対応の時間は短時間(30分、1時間等)に設定されます。発電システムは、予備発電機としての自家用設備で、停電対応の範囲は比較的長時間(限定された設備に電気を供給します)に対応するようになっています。
1 蓄電池システム

　蓄電池は直流電源ですから、瞬時停電等の限られた範囲で瞬時の停止も許されない設備の電源供給に利用されます。通信設備、制御設備等です。長時間の停電対応には、予備発電機を設置します。

　主として各種の二次電池が使用されています。鉛蓄電池、アルカリ蓄電池、硫黄電池、その他各種のものが開発されています。
2 発電システム

　分散型電源として各種のものがあり、今後大きく変容するものと考えられています。

主として自家用発電システムとして、各種の発電機が利用されています。能率的な複合発電システムが採用されものと予想されます。

　複合発電システムとして期待されているものには次のようなものがあります。
　予備発電機システム(ディーゼル発電、タービン発電、マイクロタービン発電等)、燃料電池、太陽光発電、風力発電、地熱発電等の複合システムがコージェネレーションシステムとして採用されます。

1－4　人身傷害とその対応
　電気による死傷事故としては、厚生労働省による労働災害と一般公衆災害を含めた経済産業省による統計では、若干の相違がありますが、これは統計の取り方に相違点があるためです。ここでは、厚生労働省の資料を基に解説します。

　電気による感電災害は昭和36年の死亡災害数482名をピークとして毎年減少の傾向を示し、昭和55年には100名以下となり、平成15年には50名以下に減少しています。これは、関係者の災害防止に取り組む姿勢と熱意の集積ではないかと考えられます。
　電気災害で最も特徴として上げられることに、紙一重の差で死亡災害から逃れ、無傷害であったということです。このようなことから、感電死傷のうち、1/4~1/2は死亡すると言われています。その意味では”ヒヤリ”無事故を無視するわけにはいきません。

　電気災害の大幅減少としの特徴を挙げますと次のとおりです。　

1 電気設備の絶縁化の改良、囲い、覆いの徹底
2 電気設備の保護装置の整備

3 漏電遮断器の普及

電気には、低圧（直流750V以下、交流600V以下）、高圧（直流750Vを超え7000V以下、交流600Vを越え7000V以下）、特別高圧（7000Vを超えるもの）があり、その危険性については、電圧が高まるにつれ、急速に高くなるのは周知のとおりです。全体　の被災比率では、高圧被災率2/3、低圧被災率1/3となっています。
季節的には、保護・防護の難点と人の行動感覚が鈍る夏季(7~9月)に災害が多くなっています。この3月で全体の被災比率が高圧では約４５％、低圧では約７０%にも達しています。
1 電気設備の絶縁化とフェイルセーフ化

電気設備は接触しても感電しないことを原則として設計、施工されています。接触危険が伴う箇所では、電圧相応の、人との隔離を保ち、隔離・遮断、囲い等により、危険性を排除しています。
 (1)　特別高圧

特別高圧では、設備の危険性を考慮して、一定の範囲に人が接近しないよう隔離するようにしています。この範囲内に近づかないように設計され安全は確保されています。したがって、特殊作業以外では感電危険性はありません。

(2) 高圧

　高圧設備も一般的な人の行動に対しては危険性が無いような設備計画がなされています。危険箇所への距離、絶縁電線による配線、安全囲いの設定等です。このように設備されている高圧設備でも、設置場所、取り付け箇所等で高圧の活線に近づかなければならないような作業があり、電気取扱者の宿命です。これらの作業時に危険性を排除する手段・方法等が「労働安全衛生規則」の中で詳しく規制されています。
　電圧に対する危険性は電圧が高いほど多くなりますが、「取り扱い危険」という立場から考えると高圧が最も高いといえます。したがって、多くの危険性排除の施策が望まれ、後述するような方法がとられます。
(3) 低圧
　低圧電気の感電危険性は比較的少ないということになりますが。電気設備に対する知識・配慮の欠如が起因して災害数は災害数の半数に達しています。知識・配慮の欠如として上げられるのは次の点です。

1 低圧電気設備の接地不良
200V以上の電気機器には接地が必要です。100V電気機器でも感電危険性の高い地表面に設置された機器には必要です。
2 湿気等の危険性に対する配慮

地表面、湿度が高いとき、汗をかいたとき、夏季等では、接触危険性が多くなります。それなりの感電危険性の排除が必要です。

3 漏電遮断器の設置

漏電遮断器には｢電路保護用｣電気回路の保護を目的として「電気設備技術基準対応」と「感電防止用」として高速高感度形（定格感度電流30mA以下、0.1秒以下動作）があります。感電防止用としては高速高感度形を使用します。事後対応としての「漏電警報器」は消防法に定められるもので、定格感度電流も高く感電防止用にはなりません。
　　また、保安設備、人が密閉される危険性のある箇所、エレベータ設備、消防設備、

　　重要設備等では、漏電遮断器を設置することの出来ない箇所があります。
（4）フェイルセーフ化

　電気設備から発生する「電気的火花」「高熱」は等しく火災・爆発の起因となります。

これを防止するためと、人体との接触等を防止するために、災害防止のための対応が求められます。次のようなことです。

1 電気防爆設備(危険物取り扱い場所等)

2 火花発生防止対策(危険物等の計測装置等)
3 安全囲いとアースの固定(電子レンジ等の有害性排除)
1－5　感電災害の実際
　感電災害は保護機器の動作により回避されるものも多く、災害事例の件数のみでは全体像を描くことができません。しかしながら、業種別、電圧別、季節毎の災害統計により感電災害を防止する手段、方法を計画し、推進することができます。感電死亡者数の統計資料を基にして検討するこことします。表1－2は「年別、機種別にみる感電死亡者数」です。

	年度別
	一般動力
	動力クレーン
	動力運搬機
	溶接設備
	電気設備
	その他装置
	仮説建築等
	その他

	H9
	3
	1
	
	4
	12
	
	
	1

	H10
	
	1
	4
	6
	25
	3
	
	

	H11
	
	2
	3
	2
	25
	
	
	1

	H12
	
	4
	5
	2
	22
	
	1
	

	H13
	
	2
	1
	4
	20
	1
	
	3


表1－2　　年別、機種別にみた感電死亡数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(本統計は厚生労働省による)

平成13年度の業種別割合は、建設業全産業の63％に対して設備工事業45%、　製造業14%です。
機種別では、電気設備、溶接設備、動力運搬機、動力クレーンの順になっています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（1） 感電に係わる機器類の特長

1 送配電線類

　送灰電線類によるものが約半数で、その中に含まれる電気工事に係わるものが約半数です。保護・防護を怠ったもの、作業方法の誤り、誤認というものが後を断ちません。一方建設工事に係わる死亡者数が約３０%です。工事現場に近接する架空電線等の絶縁、防護の省略、導電性の物の取り扱い不備、架空電線近くでのクレーン等の荷扱いによる接触事故等です。
　特質として次のことが上げられます。

ⅰ　安全作業手順が制定されていないか、手順の不履行である。
ⅱ　TBM等の打ち合わせ不十分である。
ⅲ　作業指揮者や監視人がいないか、いても職務が不徹底な場合である。
ⅳ　安全教育等の指導が行われていない。
ⅴ　全般的な安全意識の欠如によるもの。

　このような施策は作業者自ら行うこともありますが、多くは組織のマネジメントして計画される必要があります。

2 電力母線

　ついで、電力母線および開閉器類、変圧器、コンデンサー等の活線部分に接触したというものです。何れも変電室における各種工事、点検、試験、機器清掃等の際に、誤って充電部分に接触したというものです。①のⅰ~ⅴが原因として上げられます。

3 電力使用場所

　低圧による電気使用場所の配線等に接触したもので、配線の絶縁被覆が損傷、劣化いているものを、そのまま使用したために発生したものです。建設工事現場。低圧機器の移動用施設に多く発生しています。　

4 クレーン、トロリー線

　クレーン(固定用、移動用)、トロリー等によるもので、災害比率は比較的多いものです。点検、修理や支持物の塗装等のため、誤って活線部分に接触したという単純な起因によるものです。

5 可搬型―移動型機器

　交流アーク溶接機よるもの、可搬型電動機械器具、移動型機器によるものが多い。中でも交流アーク溶接機は最も危険性の高いものです。何れも電線の損傷、器具の損傷が発生し易く、接地が取れていないというものが多いようです。かつ、交流アーク溶接機の危険性の高い箇所(安全衛生法指定)作業には、自動電撃防止装置の使用が義務つけられています。なお、こう交流アーク溶接機の使用に当たっては、「溶接作業、低圧電気取扱作業、粉じん作業」の特別教育(労働安全衛生法関連)が必要です。
（2）感電の季節別と特長

　感電災害は人の行動の安全処方の誤りが起因となることが多く、災害発生の季節別の偏りがみられます。前述の統計資料に見られるように大幅の災害発生の減少をみているとはいうものの、保護・防護と人間意識が低下する夏季に発生確率が高くなっています。

　その傾向を示したのが表3です。低圧の感電災害が7~9月に多くなっています。その原因は、夏季の発汗、薄着等が上げられます。低圧の危険性の認識が薄いこともあります。高圧電気では、季節に関係なく年間を通じて発生しています。
	電圧別
	1~3月期
	4~6月期
	7~9月期
	10~12月期
	計

	低電圧

高電圧

合　計
	9

16

13
	21

35

29
	60

24

41
	9

24

17
	100

100

100


単位は％

表1－3　　電圧別、季節別感電死亡者数(過去統計による被災比率)
(3)　電気取扱者の特長

　電気取扱者とは、とくに定義されるものはありませんが、（第10章、10－4、4電気設備の特殊性、⑦に電気取扱者とは、の説明があります。）、電気主任技術者、電気技術者、電気工事士(1種、2種)、電気取扱いに習熟している者、特別教育終了者等があり、職務上電気の活線部分に近接したり、接触する危険性があります。

　電気安全を確保するためには、法令に定められた責任の所在を明確に認識かる必要があります。その内容は次のとおりです。

1 　電気主任技術者　
　電気事業法関連法令に基づく各種の法的規制を実行することが定められています。その内容は自家用電気工作物(電気事業用、自家用)内における、主として保安管理主目的に活動するものとされます。
　②　電気工事士
　　自家用電工作物、一般用電気工作物等の電気工事を法令基準に従って施工する義務が課せられています。第1種、第2種、特殊があります。
　③　特別教育修了者
　　高圧電気と低圧電気に分かれるが、事業場内における簡易な活線部分の作業を行うこととされています。勿論、保安管理とか工事士が行う法定作業は行うことはできません。
　このように、保守、運用、工事あるいは指導、監督等に当たる職務が法定作業として決まっているので、そのルールにしたがって決まっている事項の処理に当たらなければなりません。

　電気は、使用する電圧階級にしたがって、危険性が相違し、技術的対応が難しくなるので相応な資格と責任分担が求められます。これらは、計画・設計・保守・建設・運用の各段階に求められ、担当分野に相互補完の体制が必要です。それぞれの技術を分担するということです。
　④　感電の防止

　　感電災害等を防止するためにも、それぞれの電圧階級に応じた法定資格者の責任分担が求められます。保護・防護等の措置を行えば何らの傷害にもならないものを、充電電路(活線部分)に直接接触したり、他の導電性のものを介して接触したりします。このようなときには、手から手、手から足下、または頭部から手、足下等に感電電流が流れて死傷事故を招きます。電圧階級に応じた教育、訓練が必要です。

　　電気用保護具。防護具、防具等は電圧階級に応じた絶縁体が求められるため、これらの器具を着用、使用するときは、違和感が生ずるため、電気的知識のあるものでも、その使用をためらうことがあります。とくに、この傾向が顕著に現れるのが夏季です。

　安全心理の欠如と人の行動管理に何らかの工夫が必要です。
　　これらの、行動心理の中に安全心理に係わる「近道の法則(簡潔化の原理)」に支配されるという単純なものが散見されます。「活線」の誤認、｢忘れ行動｣等の意識行動にも配慮が必要です。その裏には「ルール(安全作業手順の遵守)」にたいする徹底遵守の姿勢が求められます。とくに、電気技術者は電気的知識の教育には耳を貸しますが、安全心理の教育には無頓着な方が多いのが実情です。

　ⅰ　法令順守の姿勢

　　人の行動に対する安全は、電気事業法関連法令では触れられていません。設備等に係わる保安管理の施策のみです。人の労働に伴う安全措置は、事業者責任の基に、労働安全衛生規則等で定められています。これらの規則等の内容は、電気関係の資格には求められていないから、必要な自己研鑽等が必要です。勿論一般公衆等に対しては、電気主任技術者、電気工事士等が指導する必要があります。
　ⅱ　安全作業手順の作成と実施

　　安全作業手順は主として非定常作業といわれるものに適用し、作業の手順から発生する欠陥事項を補正することによって、作業の信頼性を高めるために行うものです。
　a 　無いときは作成します。必ずこの手本によって作業を行います。

　b　作業内容ごとに作ります。

　c　最初から良いものは出来ません。適当な期間使用することによって、見直します。

　d　習慣化するまでは必ず手本を見て行います。

　e　作っても実行しなければ無いのと同じです。
　f　手順は実行しやすいように十数項目以内に区切って作ります。わかりやすいものを作ります。責任回避の条項は入れてはいけません。
　ⅲ　作業指揮とTBMの徹底

　　二人作業以上のときには、お互いに意思の疎通が必要です。このような間接作業は当事者の行動を補正するためにおこなうものです。補正を誤れば直ちに災害発生につながります。TBM(ツールボックスミーティング)とは、作業に入る前に作業内容を説明したり、重要事項を徹底するためにおこなうものです。両者とも安全作業上重要な役目を果たします。

(4)　一般取扱者の特長

　電気知識の無いものの総称で、知識がないために電気の充電部分に触れて感電死傷事故を起こすものです。電気的知識が無いために、電気の活線部分に直接触れたり、感電危険性の高い導電性の高い所で保護を怠ったり、電圧の高低危険性を知らないために保護を怠り等により、感電死傷事故を起こしたと言うものです。
　このような災害は、電気の安全教育を徹底すれば完全に防止可能とみられますが、あまねく普及した電気の取り扱いで、危険性を完全に払拭して安全を確保することは難しい課題です。電気の安全に係わる「電気技術者、電気主任技術者、電気工事士等」は、指導あるいは教育を怠ってはいけません。このためには、つぎのようなことを念頭におく必要があります。
　①　設備のフェイルセーフ化とその維持

　　電気設備は元々電圧対応の電気絶縁化が求められ、通常一般取扱者の人体が触れても安全を確保できように設備されています。また、この状態を維持することが関係者に義務付けられています。
　　現実に遭遇した災害を調査してみると、不安全な設備を放置したり、老朽化したものを更改しないでそのまましようしている例が多いわけです。電気的知識の無い人がこのような設備に接触すれば災害の発生は火を見るより明らかです。
　②　漏電遮断器の設置とアースの取り扱い
　　この両者の設備を完備することにより大半の電気災害を防止することが可能となります。漏電遮断器には電路保護用として電気設備技術基準に定められて設備するものと、人の感電防止を主体とした高速高感度型漏電遮断器のあることを述べましたが、
　　通常の感電防止には、定格動作電流30mA  以下、遮断時間0.1秒以下が使用され、感電危険性の高い湿気の高い所等に設備される機器には定格感度電流15mA、医療用機器等に使用されるものは定格感度電流5mA以下が使用されます。漏電遮断器の運用については「厚生労働省告示第3号」に示され、詳細は電気設備・機器について後述します。
　③　不測の災害例
　ⅰ　全く電気の怖さを知らないで、活線部分に触れ、感電災害を発生すると言う例は、工事関係者の非電気取扱者に多く発生しています。
　ⅱ　工事現場又は建築物等の塗装業者が指導を受けないで作業を行った。

　　　塗装業者が外壁の塗装を行い、知らずに高圧引き込み部分に触れ、地上へ転落してしまった。

　ⅲ　物の搬入等で低圧・高圧の危険性が判らず防護を怠り、電気の活線に接触したというものです。近道の法則に左右され、面倒だから省いたというものです。
　ⅳ　電気の使用場所で器具故障、配線不良等を知らないで接触してしまった。

　ⅴ　動力機器にはアースは絶対に必要ですが、移動機器等でアースの取設を忘れたというものです。床面が水気のあるところではきわめて危険です。アースの設置は基本的なものですが、設備業者が設置したときに、これを忘れるといったものが散見されます。特に移動機器、可搬機器では外れることもあり、4本線(1本がアース)に配慮してないものもあります。時々確認の必要があります。
　ⅵ　危険性のある電気配線部分に手を出して感電してしまった。「立入禁止札」「危険防止危険札」「開閉注意札」等の設置が必要です。
1－6　電気による火災・爆発の概要
1　電気による火災・爆発事故
1 　「火の無い所に煙は立たぬ」といわれるように、電気エネルギーは一種の火種です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　火花―熱の発生には次のようなものがあります。

2 電気の使用は本質的に熱の発生を伴います。

3 不良とみられる使い方、事故時には不測の発熱が伴います。

4 電気の開閉器は火花が発生します。

このような熱源には、それぞれのエネルギーがあり、可燃物或いは危険物に引火すれば火災・爆発の発生を見ます。表1－4、表1－5にその概要を示します。
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表1－4　電気火災の大分類

	発火源
	被災割合

	電熱器具類
電気機器・装置

配線・配線器具

漏電

静電気火花

　雷

その他
	1/3 　強
1/4

1/4

1/20　以下

　　〃

　　〃

　　〃


表1－5　電気火災の原因別分類

2　電気機器等から発生する火災原因

　電気設備による火災は全火災の10％程度あるといわれます。電気火災の原因とみられるものには次のようなものがあります。
1 電気の短絡現象

　　故意によるものと、自然によるものとがあり、多くの火災原因は、自然に発生するものです。

2 接触不良

　接触部分が、時間と共に増大して行き、発熱するものです。

3 過負荷による使用

　電気機器・配線等全般にいえることで、定格容量を超えた使い方をしているものは、留意する必要があります。過負荷を知らないで使用している場合が危険です。

4 使用のまま放置

　電熱器具等の発熱体を電源を入れて放置し続ける場合は危険です。とくに、可燃物等で多い危険な使い方で放置する場合、最も危険性があります。

5 混触
6 可燃物の引火

　電気設備等を可燃物で覆っている場合、異常な使い方が重なると危険です。

このような、火災の原因は大部分が低圧電気によるものです。主として、取扱い不全によります。以下そのないようを示します。

（1）各種スイッチ類

　スイッチ、ヒューズ、リレー、コンタクト等が入り、刃の噛み合い不良、接触部の接触状態の不良、過熱状態のまま使用等があります。当該部分が変色し、次第に過熱の状態が高まり、発火・引火の起因となります。
　通常これらのスイッチ類は、電気的な絶縁物に覆われているが、おおくの絶縁物は、高温に熱せられ、炭化が始まると、絶縁物が導体に変わり、導電性となります。火災の燃焼時にも同様な現象が見られます。結果として、電極間の短絡現象が始まります。

（2）配線、コード類

　配線、コード類は電圧が印加された状態にあるとき、過負荷使用「安全電流に対して」、配線不良のまま使用したりすると、線間の短絡、漏電、被覆の引火等により、火災の導火源となります。配線、機器の絶縁不良、キャップ、コンセント類の不良をそのまま継続して使用すると同様な引火源となります。
　多くの電線の被覆は一定以上の温度になると、可燃物となって引火し、導火源となります。このための消防法関連規則の各種規正があります。

（3）電熱器具

　電熱器具には電気炉を始めとして、一般家庭用の電熱器、電気ストーブ、こたつ、アイロン等その範囲は広いものがあります。これらの電熱器具は、器具自体のふりょうは少なく、使用段階における使い方不全、保守不良(清掃・整備不良等)による火災原因が殆どです。以下の要領が必要です。
1 長期間使用の場合

　　ほこりの集積、ネジの弛み、端子―接触部のガタ付、接触不良等が上げられます。定期的な点検、手入れが必要です。

2 取扱い不良

　　電熱器具を通電状態で放置したり、目的外の使用をして放置すると、その周辺に引火して火災の原因になります。

　　よく電熱器具を「あんか」代わりに使用して、その覆いに引火したという例があります。電熱器具を通電状態にしたまま可燃物の上において、忘れたまま放置して外出してしまった。という単純なミスが後を絶たないものです。これらの出火原因を示したのが表1－６です。
(4)　照明器具
　照明器具には蛍光灯、白熱電球、ネオン管灯設備等がありますが、設備の配線等の工事は電気設備技術基準「解釈例規等」に基づき、設置されますが、多くの部品は「電気用品安全法等」による認定品が使用されています。これらの認定品はJIS 規格等により製作されていますので、一般の使用条件に照らして使用するものでは、寿命は相当期間保証されるもので、正規の使い方をすれば火災の発声原因にはならないのが常識です。
　電気災害の出火危険性は表1－7で示されるように、設備の保全状態にかかわるもの、取扱い不全と見られるものです。設置条件の悪い所では、必要な点検等を行う必要があります。とくに、屋外等に設備されるネオン管灯設備では器具の破損、絶縁抵抗の測定等を欠かすことは出来ません。
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電気毛布
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投込みヒータ
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2 破損したまま使用、通電したまま放置、構造不備のまま使用

3 異常過熱、異常反応

4 可燃物の落下或いは接触

1 サーモスタットの故障

2 駆動部分の故障

3 発熱部分が可燃性の物に接触

1 使用目的外の使用

2 通電のまま放置

3 勘違いしてスイッチを投入し、忘れてしまった

4 火源の転倒、落下、以下共通で省略
5 故障しているものを使用
6 電気コード等の不良品の使用

7 周辺の可燃物がコンロに触れた場合

8 可燃物かコンロ上に落下

9 余熱のあるコンロを可燃物の中に収容した。

1 通電まま放置

2 使用目的外の使用

3 電気コード等の不良品の使用

4 通電状態の器具に可燃物が落下し、放置した

1　使用目的外の使用(ヤグラの中に暖炉を入れる)

2 通電のまま放置

3 電気コード等の不良品の使用

4 可燃物の接触、落下、放射による発火
1　サーモスタットを除去して使用
2　ヒューズの代用品を使用

3　スイッチを切り忘れて放置した使用

4　使用不適当と思われるものの使用

5　コード等器具全体の不良

6　可燃物を接触したまま放置

7　可燃物の落下したまま放置

1　サーモスタット、リレー等の不良
2　修理したが結線誤りがあった
3　内部の短絡したものを放置して使用
4　コントローラ等の接触不良
5　内部の局部過熱
6　構造不備
7　折りたたんだまま使用し続けた
1　サーモスタットの不良
2　通電したまま放置
3　カラダキ
4　電気コード等の不良のまま使用
５　可燃物に接触したまま放置


	炉の周辺に引火物を置かない。
1　周辺に可燃性ガス等を置かない

5 引火性の物が器具にかからないようにする。

6 底面側面を伝導過熱させない。
周辺に可燃性の物を置かない

引火性の物、可燃性ガス等を近くに置かない。




表1－6　電熱器具の出火危険性
	機器等の名称
	使用方法及び出火危険性
	留意事項

	蛍光灯

電球

ネオン管灯設備
	1　安定器又はコンデンサーの絶縁が低下し発熱

2　内部の短絡危険、配線、チョークコイルの絶縁低下又は工事ミスによる短絡状態

3　安定器の絶縁低下により過電流が流れ過熱
1　可燃物が電球に接触、電球が可燃物に接触したまま放置
2　点火状態のまま転倒して、他の物に接触したまま放置
3　目的外の使用(電気アンカの代用等)
4　可燃物に近接して点灯して放置したため、その放射熱により発熱
1　漏洩放電、高い電圧であるから工作物との間で放電した場合は危険
2　外周条件が悪いとき、短絡を起こし易い
3　外周条件が悪いとき、絶縁低下し易い
	固定しているから設備の中がわからない

電球の近くに可燃性ガスを置かない


表1－7　照明器具の出火危険性

(5)　電線・付属器具
　電線(付線)、安全器(ヒューズ等)、ブレーカ、自動点滅器等各種のものが該当します。一般的内容は前項と同様ですが、出火危険性を表1－8に示します。

	機器等の名称
	使用方法及び出火危険性
	留意事項

	電　線

安全器

ブレーカ

自動点滅器
	1　許容電流値以上の電流で使用した場合(一般的には相当の余裕をみた使い方を奨励しています)

2　被覆の損傷等により、短絡した場合(発見したら直ちに修理の必要があります)

4 負荷側が短絡して保護器(ブレーカ、ヒューズ等)が動作せず、又は不適切な使用をした場合

1 接触部の過熱、端子、取り付けネジ等の弛み、ヒューズの電流値の不適・取り付け不良があります

2 スパークにより接触片の動作不良で過熱し、絶縁破壊等により短絡した場合
1 外周条件が悪いと「安全器とブレーカ」と同様になります

2 雨水の侵入による地絡事故の原因となります
	保護器と電線の容量がマッチしていない場合があります
同じ

同じ




表1－8　電線等の出火危険性

（6） 電気機器

　電気機器と称されるものには、極めて多種のものが含まれます。電気機器構成する要素には、電動機を始めとして、あらゆる電気部品が入ります。だが、出火危険性は前２項に比較して少ないということがいえます。

　電動機には各種のものがあり、汎用と呼ばれる誘導電動機の故障確率を見逃すことは出来ません。汎用と呼ばれる電動機は一般的にいって、設置環境が悪いためなのだろうか。設置環境が悪いと絶縁不良、腐食等が出易く、このことが起因となって災害・事故の発生が懸念されるようになります。他に、オーバーロードによる過熱、決相運転等があります。その内容を表1－9に示します。

	機器等の名称
	使用方法及び出火危険性
	留意事項

	電動機

空気調整機

家庭電化製品

（テレビ、洗濯機、冷蔵庫、その他多数）
	1　過負荷運転による焼損

2　接触不良等による欠相運転（ヒューズ断等）

3 起動回路等の接触不良による過熱

4 設置環境不良による絶縁不良（漏電等）
1 電動機に準ずる

2 ヒータ回路の異常過熱（劣化、接続不良、漏電の可能性等）

3 ファン回路の不良

4 保守不良（清掃等）

1 部品不良による過熱、内部短絡

2 接触部分の過熱、過負荷使用による過熱

3 モータ等の絶縁不良（漏電の可能性）


	点検・手入れが必要です。

同じ

可燃性ガスを近くに置かないようにします　


表1－9　電気機器等の出火危険性
（7）変電設備
　出火危険性に関係するものとしては、一般に自家用電気工作物ですが、これらの設備は、保安体制の確立と隔離された箇所に設置されるため、比較的火災の危険性は少ないようです。
　変電設備の火災は電気の供給支障事故に係わるもので、その管理は厳重に行っている
のみか、保護装置も完備され、安定化されています。その大綱を示したのが表1－10です。
	機器等の名称
	使用方法及び出火危険性
	留意事項

	変圧器

高圧遮断器

変成器等

コンデンサー

高圧カットアウト

	1　短絡焼損、絶縁油劣化、異物落下、過負荷使用、設計・製造起因、絶縁劣化等
2　過負荷使用を知らない。無理な設計・使用、管理不在等
3　端子部分の弛み、ブッシング等の亀裂による短絡又は過熱等
1　内部接続部・接触部の弛み等による過熱

2　油劣化、油不足、塵埃沈積等
1　絶縁破壊、短絡現象等
2　ほこり、雨水侵入等による沿面放電、地絡

1　絶縁破壊し短絡、

2　弛み、塵埃付着等によるスパーク

3　温度管理
電線接続部分、ヒューズの弛みによる発熱
	


表1－10　変電設備の出火危険性
3　危険物の爆発災害・事故の概要
危険物には、消防法の定義と労働安全法の定義等にその例示に若干の異なりがありますが、基本的な内容に異なるところはありません。所詮は電気の持つエネルギーが点火源や発火源になることを如何に防止するかということになります。平和的な利用方法として点火源として利用する場合があります。

危険物には、それぞれの物理的性質がありますから、点火エネルギー、発火温度に種類毎に大幅な差異があります。また、電気火花には放電機構からみると次の3種が上げられます。
（1）高電圧の火花
　高電位に帯電した場合、周囲の絶縁物が絶縁破壊を起こすようになると、コロナ放電から火花放電に発展するようになります。空気中で火花放電を起こるのは大方400V以上の電圧がいります。
　高電圧火花は、危険物の危険性とは、係わり合いが無く、主に利用面に使わるものは次のようなものがあります。他に雷による放電、静電気によるものががあります。
1 高電圧装置
②　静電塗装装置

③　Ｘ線発生装置
　④　電気除電装置
（2）短時間の孤光放電
　電気回路の開閉、電気配線の断線、接触不良、電気回路の短絡・漏電又は電球の破壊などの際に生じる、ごく短時間の孤光放電です。
（3）電気接点等における微小放電
　各種の電気的な接点機構を有するリレー類、電動機のコミュニテータ、スリップリング等は接点の開閉や移動の際に、低電圧であっても肉眼で見える微小火花を発生します。

　これらの電気的火花は放電エネルギーとしては比較的小さいが、可燃性ガス、引火液体の蒸気、爆発性粉塵、堆積した繊維じんなどは、小さな放電エネルギーで発火します。
（4）静電気エネルギー
　静電気エネルギーは比較的小さいものですが、製造段階の製品（絶縁性の紙、フィルム等）のまつわり付け、付着等の支障がありますが、広く危険物の着火源として防止対策が取られています。対応としては、静電気防止のための、床、側面等の構造物の対策、人体の耐電防止方法として被覆、靴等の絶縁処理、室内の湿度対策等のいろいろな方法が検討されます。
（5）危険性の排除
　危険物の使用場所、保管場所、移動方法等のある場所では、電気設備として使用される動力源、照明器具、各種の電気機器は引火・爆発の点火源として危険率が極めて高いことになります。
　このための、対策としては次のような方法が取られます。
　①　防爆対策
　　対応の求められる電気機器と防爆方法の選定をします。

　②　電気工事

　　電気設備技術基準「解釈例規」に基づいて実施します。

　③　規制、指針等の規格の検討

　　JIS規格、工場電気防爆指針（安研）、防爆構造規格等を検討します。

3 保守管理の徹底
　　電気火花の危険性を無くすための、絶縁抵抗の監視、接点の弛み等の監視などの保守方法を改善します。
（6）発火現象の概要
　発火には、自然発火、準自然発火、混合発火、爆発現象、引火等があります。その概要を述べます。
　①　自然発火

　ⅰ　可燃物の存在

　ⅱ　酸素の存在
　ⅲ　熱源の存在（発火源）
　　このうち、一つが欠けても燃焼現象は起こりません。さらに、燃焼の連鎖反応を加えて四要素ということもあります。
　　自然発火とは、「物質が空気中において、自然の状態（常温）で化学的変化により発熱し、その反応した熱が、長期にわたって蓄積し、発火にいたる現象」です。
　　自然発火を起こすためには、酸化、分解、吸着、醗酵などにより生じた僅かな熱が蓄積して物質の反応系の内部の温度を上昇させ、温度が次第に上昇して発火点に達し、燃焼（爆発）を開始します。蓄熱が行われるためには、熱のバランスが次のようになり蓄熱が行われます。
発熱量>放熱量
　　蓄熱が行われるためには、つきのことも必要です。

　ⅰ　熱伝導度

　ⅱ　水分

　ⅲ　堆積方法

　ⅳ　空気の流動

　　蓄積ばかりでなく、熱の発生速度も重要な因子です。発熱量が多くても反応速度が小さいと、熱の発生速度は遅くなり、熱が蓄積されるか、消滅してしまうかで蓄熱条件が生じます。その要件には次のようなことがあります。
　ⅰ　温度

　　温度は反応速度に敏感に作用します。

　ⅱ　発熱量

　　熱伝導度が小さく、発熱量の大きい方が蓄熱されます。

　ⅲ　水分

　　水分があると触媒作用で反応速度を速めます。

　ⅳ　表面積

　　空気の供給がよく、熱伝導度が小さく、表面積が大きいほど反応速度は良くなります。
　ⅴ　古さと新しさ
　　石炭、活性炭、油煙、素炭等は新しいものほど、セルロイド、硝火綿等の不安定物質は古くなるほど自然発火の危険性が高まります。
　ⅵ　触媒効果
　　危険性物質に対して、水分、水素イオン、水酸イオン、二酸化窒素等は触媒効果を高めます。

　　その他、準自然発火ということがありますが、発火までの時間が違うだけで、自然発火と同じです。危険性物質が水分等と反応して燃え出したり、可燃性ガスが自然に燃焼・爆発したりすることがあります。
　②　混合発火と爆発

　　混合発火とは、２種又はそれ以上の物質が互いに混合又は接触して発熱・発火する現象です。可燃性の物―酸化性の物、酸化性の物―還元性の物の混合危険性については、多種の想定が考えられます。２種では発火しなかったが、３種を混合したら発火したという例もあります。その混合―危険性については次の場合があります。
　ⅰ　物質が混合して、爆発性混合物を形成する場合
　ⅱ　物質が混合して、ある時間後互いに化学反応を起こして、分解―発火、爆発性混合物を形成する場合
　ⅲ　物質が混合して同時に発火して、燃焼又は爆発を起こす場合
　　混合危険性にはある限界を超えると、爆発に移行する空気（酸素）との混合割合があり、通常2種以上の可燃性ガス又は蒸気の混合物の爆発限界は、実測によらない場合は、ルーシャトリエ（Le Chatelier）の定理がもちいられます。ある特定の混合にはよいが、あらゆるものに適用し難いようです。省略
　　可燃性の期待、液体又は固体が空気中で燃焼する場合は、次の４種の燃焼形式のう　　ちいずれか一つをとります。
　ⅰ　拡散燃焼
　　　空気等と拡散―混合して燃焼します。

　ⅱ　蒸発燃焼
　　　液体等の蒸発によって燃焼します。
　ⅲ　分解燃焼
　　　物質の熱分解によって燃焼します。

　ⅳ　表面燃焼

　　　空気と触れた部分が着火して燃焼します。

　　次のような各種の現象が示されています。

　ⅰ　混合ガスの爆発範囲

　ⅱ　爆轟範囲（Detonation phenomenon）
　　可燃性ガスと粉塵爆発その他の例があります。
　③　発火エネルギー
　　「第5章5－2危険物の着火源とその対応、2着火源（2）電気火花・静電気火花」を参照してください。
4 引火に必要な諸因子
ⅰ　引火点

　　可燃性ガスが、電気スパーク、炎等の火源によって着火することを「引火」するといい、物質が引火するのに必要な濃度の蒸気を発生する時の温度を、その物質の「引火点」といいます。

　ⅱ　発火点
　　空気中で可燃性物質を過熱していった場合、これに火炎、火花等を近づけなくても燃焼を始めることを「発火」といい、このときの温度を「発火点又は発火温度「といいます。
　ⅲ　爆発限界

　　可燃性ガス等は空気(酸素)等と、一定の混合割合のとき爆発現象が発生します。「爆発下限界と爆発上限界」「爆轟範囲」が示されます。

　ⅳ　比重
　　可燃性ガス等には、それぞれ空気又は水に対する比重が定められています。ガスの比重は燃焼過程で重要な役目をしています。
　ⅴ　その他
　　蒸気圧、沸点、突沸、融点、水蒸気爆発、蒸気爆発、断熱圧縮等の用語があります。

　ⅵ　最小着火エネルギー

　　可燃性ガス等には最小着火エネルギーが示され、EQ \* jc2 \* "Font:Century" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(　－5),10)Ｊ級(水素、アセチレン等、EQ \* jc2 \* "Font:Century" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(　－4),10)Ｊ級(ガソリン、プロパン、メタン、メタノール、ベンゼン等)、EQ \* jc2 \* "Font:Century" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(　－3),10)Ｊ級(アセトン等)があります。その範囲は周囲の温度環境等にも支配されます。粉塵のそれは(ｍＪ)として示されます。
詳細は、第5章で述べます。

　「火災・爆発、危険性物質の発火源の種類との関係」を表1－11に示します。
1　ガス火災　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　混合ガス爆発

2　油火災　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　ガスの分解爆発

3　易燃物火災　　　　　　　　　　　　　　3　　　3　粉塵爆発

4　電気火災　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4　混合危険による爆発

5　金属火災　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5　爆発性化合物の爆発

6　過剰酸素火災　　　　　　　　　　　　　　　　　6　蒸気爆発


１　可燃性ガス　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　衝撃・摩擦　○

2　可燃性液体　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　裸　火

3　易燃物物質　　　　　危険性　　　　発火源　　　3　高温―表面　○
4　可燃性粉体　　　　　物　質　　　　　　　　　　4　自然―発熱

5　爆発性物質　　　　　　　　　　　　　　　　　　5　断熱・圧縮

6　自然発火性物質　　　　　　　　　　　　　　　　6　電気火花　　◎

7　禁水性物質　　　　　　　　　　　　　　　　　　7　静電気火花　◎

8　混合危険性物質　　　　　　　　　　　　　　　　8　光線・熱線　○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎　○　は電気関係の深さを示す
表1－11　火災・爆発―危険性物質と発火源の種類

　危険性物質と発火源さらに爆発現象との係わり合いは深く、発火源である電気設備は、防爆設備の完備と以後の運用が大事となります。防爆設備はコストが高いため、増設、改良、移設等が行われるときは省略は許されません。当初の設備内容と同様なものとしなければなりません。電気配線も同様です。
　対象の物質は表1－12に示す物があります。
	火災・爆発性物質
	主な名称

	可燃性ガス、蒸気
可燃性液体
易燃物物質
可燃性粉体
爆発性物質

	水素、天然ガス、アセチレン、プロパン、都市ガス、他多数
第一石油類、第二石油類、第三石油類

紙,糸、布、綿、木材、石炭、重油、硫黄、マッチ、他多数

アルミニューム粉、小麦粉、石炭粉、木炭粉、他多数

ニトログリセリン、ピクリン酸、黒色火薬、他多数


表1－12　火災・爆発性物質の代表的な名称
1－7　電気災害の怖さ

　冒頭に①②③に上げた電気の供給に係わる保安の要素を示しましたが、現代社会においては文化の象徴として、電気は一時も欠かすことの出来ない大きな要素になっています。
(1)　電気の供給支障

　電気の供給支障が発生すれば、停電に伴う各種の障害が出ます。この災害・事故の発生を無くすための努力は、「事業用電気事業者(電力会社)」においては、発電から送電そして配電の各ラインの努力によって、大幅な減少を見ています。まだ、不測の事態として、雷障害や不測の事故を完全に払底することはできのせん。
1 　落雷事故
②　不測のケーブル事故
　③　不測の機器の障害事故
このような事故の発生防止のために最大限の努力を払っています。
また、「自家用電気工作物」側においても、需要設備の保安管理を徹底して前記の障害・事故の発生を防止するため、不断の努力を重ねているわけです。また、効率を上げるための努力を行っています。
　共通のテーマとして、一般には停電事故は発生してみないと、その怖さがわからないというのが認識の度合いです。だから、停電は遭遇してみないと認識をしてくれないというのが一般的です。瞬時の停電でも、全ての電気機器は停止してしまいます。全ての機能が停止し、真っ暗闇になってしまいます。これを防止するためには、非常用発電装置を設置するより方法がありません。
　停電の発生頻度は関係者の努力によって減少していますが、まだまだ電気技術の未解明な点が多く、環境変化等に対応できない面が多々あります。これらの点に力点をおいて解説したつもりですが、中々納得がいきません。
　電気使用場所の災害・事故の起因となって、電源側に影響を及ぼすものとして次のようなものもあります。

　ⅰ　小動物の侵入による短絡事故

　　小動物には、鼠、蛇、猫等の侵入があります。

　ⅱ　火災・爆発事故による波及事故

　　自家用内の地絡遮断器が動作しないで波及したものです。

　ⅲ　工事に起因するもの

　　掘削工事、クレーン車による不手際によるものです。

　ⅳ　使用設備の不備等によるもの

　　負荷側の各種機器の故障、保守不良等にきいんするものがあります。

　ⅴ　操作不良によるもの

　　主として人為的なミスが起因となって起こるものです。忘れが起因となもの、人身傷害も入ります。
(2)　人身傷害
　人身傷害に伴う災害・事故は、「感電死傷事故」が大部分です。人身傷害の発生は次の点に集約されます。
　①　電気専門家の被災
　②　非電気取扱者の被災
　それぞれ特長があります。電気の専門家といっても、どの程度の専門的知識を持っているかは、人それぞれに大幅に異なります。一般に専門家といわれる者には次のような資格が必要です。
1 第1種電気主任技術者

2 第2種電気主任技術者

3 第3種電気主任技術者

4 第1種電気工事士

5 第2種電気工事士

6 認定電気技術者

7 設計等に携わる電気技術者「非資格者」
8 特殊施設の技術者(消防関係資格者、発電関係の資格者等)

9 特別教育終了者(専門家とはいいませんが特定の作業従事者)

　このような、多くの資格者がそれぞれの担当業務をこなしているのですから、技術の程度も大幅に異なってきます。高度な学問的知識が必要なものから、比較的簡易な学問的知識のものまであり、所掌業務のないようも多様なものがあります。ましてや、日進月歩の電気技術ですから認識の度合いも異なります。

　非電気取扱者の感電災害の実態をみると、電気を全く知らないで、取扱いや作業方法を誤ったというものが多数を占めます。たとえば、塗装業者が電気的知識も無く、勝手に活線電気部分で作業して感電してしまった。電気的知識の無い者が、アース等の不完全な設備で作業を行い感電してしまった。このような例は、電気的知識があれば防止可能なものばかりです。長い間の経験によれば帽子対策として次の2点に要約できます。
　①　電気安全教育の定期的な実施
　　電気技術者といえども電気知識に大幅な隔たりがあります。また、中高年齢者には、大幅な認識の相違があります。ヒューマンエラーの要素も付きまといます。特長として上げられる要素に、電気技術者は「電気を甘く見る」という者が多いということです。活線作業又は活線近接作業のときには、必ず「安全作業手順」を作り実行することです。殆どの感電障害者は実施していません。
　　このような、単純な安全教育は定期的に実施しないと意味がありません。

2 非電気取扱者の電気知識の普及

電気機器の普及はあらゆる面に及んでいます。つぎの点について普及する必要があります。

　ⅰ　電気アースが取られているか。漏電遮断器の設置の有無、確認の方法。
　ⅱ　電気活線部分の怖さ

　ⅲ　工事者に電気配線等の実態を教えること。

　このような教育を誰が行うかについても明確な基準は示されていません。企業については、事業者の責任体制が明確になっています。自家用電気工作物等は電気主任技術者が選任又は委託されその所掌になります。

(3)　火災・爆発の防止
　「火災・爆発は、人を傷つけ、財産を失うのみか、他に多くの損害をもたらすこと」図り知れないものがあります。ときとして、人生を破綻に導くというふうに、枚挙に暇が無いほどに多いものです。その例は、個人ばかりではなく、企業においても同様です。

　電気設備はあらゆる箇所で使用され、電気機器の温度上昇、電気火花、短絡障害、漏電は可燃性の物、危険物等の着火・発火源となることは周知のとおりです。その段階で人と物とに多大な損害を与えます。これらの、火災・爆発は他の技術分野の境界領域をなすもので、未解明な点も数多くあります。
　電気技術者としても着火・発火の条件を把握することは難しい課題です。したがって、最大公約数で安全対策を考える必要があります。たとえば、着火エネルギーでは、公的に示された値が、周囲の温度、気圧、湿度の条件変化によって変わってきます。

その内容の詳細は第5章で説明します。

　電気災害の発生確率は極めて少なく、自然災害の波及を除くと稀に発生するといっても過言ではありません。(2)と(3)に係わる災害に遭遇すると、「人生を台無し」にしてしまうほど大きな災いをもたらすことがあります。大多数の方は難を逃れています。

　このような災害・事故に対しては、電気技術者は平素の指導や設備の状況を記録し、災害防止対策としてリスクアセスメントを樹立する必要があります。
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